
第５回 西区協議会 

 

日時：令和４年８月24日（水） 

午後1時30分～ 

会場：舞阪協働センター１階 ホール 

 

次  第 

 

１ 開会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議事 

(1) 協議事項 

第４号 いわゆる「ごみ屋敷」に関する条例の検討について 

      第５号 令和４年度西区地域力向上事業（助成事業）の提案について 

 

４ その他 

(1) 今後の開催予定 

 

５ 閉 会 

 

①



 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 いわゆる「ごみ屋敷」に関する条例の検討について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇背景 

・人が居住する建物においてごみなどの物品が堆積し、いわ

ゆる「ごみ屋敷」となることで周辺の生活環境に悪影響を

及ぼす事例がある。 

・「ごみ屋敷」の形成には、生活上の課題を抱えた住民が関

連するケースが多く、解消にあたっては清掃などの手段だ

けでなく、生活上の課題への福祉支援が必要となる。 

・現状、法制度は整備されておらず、立入調査や指導・勧告

等を行う根拠がないため、条例を定めて対応している自治

体が存在する。 

〇経緯 

・令和4年7月時点で、市に相談があり、未解決の「ごみ屋敷」

が11件ある。 

・市役所内での「ごみ屋敷」対応が統一されていなかったた

め、令和4年5月にごみ屋敷対策マニュアルを整備し、情報

共有から実際の対応を連携して行う体制を整備した。 

対象の区協議会 全ての区の協議会 

内  容 

「ごみ屋敷」問題解消のため、条例の制定を検討している。 

問題解消にあたっては地域住民の皆様の協力も重要なため、

取組の方針や条例素案について説明し、意見を聴取するも

の。 

 

・「ごみ屋敷」条例の対象について 

・支援を中心に据える取組の方針について 

・「ごみ屋敷」解消に向けた取り組みに当たって、地域住民

の皆様にご協力いただきたいことについて 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

条例制定の方針が決定した場合、11 月頃にパブリックコメ

ントを実施する予定。 

担当課 環境政策課 担当者 辻 昌孝 電話 453-6146 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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資料  

住居における物品の堆積による不良な状態（いわゆる「ごみ屋敷」） 

に関する条例の検討について 

 

環境政策課 

 

１ 現状と課題 

（１）社会課題としての「ごみ屋敷」 

・現に人が住んでいる建物において、ごみなどの物品が堆積し、不良な状態（以下「ごみ屋敷」と

いう。）となることで周辺の生活環境の悪影響を及ぼす事例がある。「ごみ屋敷」に対する法制度

はなく、自治体に相談が寄せられても解決が困難となっている。 

・類似の問題として「空家」の問題があるが、こちらは「空家等対策の推進に関する特別措置法」

があり法制度が整備されている。一方、「ごみ屋敷」は法制度が整備されておらず、また、人が住

んでいる以上、財産権等の基本的人権の侵害が大きな問題となり得ることも課題となる。 

・「ごみ屋敷」の原因者には、高齢者などの生活上の課題を抱えている者が多い。このような場合で

は、清掃などの物理的な改善を促すのみでは根本的な問題解決にはならず、福祉的な側面からの

アプローチも必要となる。また、行政だけが対応するのではなく、地域の住民や関連団体との連

携も必要となる。 

 

（２）市域内の「ごみ屋敷」の状況 

・令和 3年 7月に実施した庁内調査では、市に相談が寄せられたが、その時点で未解決である「ご

み屋敷」が 15 件あることが分かった。これら「ごみ屋敷」の原因者には、高齢者など生活上の課

題を抱えている者が多い。 

・令和４年７月時点で、上記 15 件のうち５件については「ごみ屋敷」の状態が解消している。令和

４年度に新たに相談が寄せられた案件が１件あり、計 11 件の「ごみ屋敷」を環境政策課として把

握している（表１参照）。 

  表１ 市内の「ごみ屋敷」の状況 

（物の堆積で生活環境が損なわれている案件で、市に相談があり、かつ、調査時点で未解決の案件） 

№ 
建物の 

種類 

物の堆積がある場所 原因者の 

年齢層等 

相談等を 

受け付けた課 屋内 屋外 (敷地内) 屋外 (敷地外) 

1 一軒家 - 〇 〇(道路/水路) (不明）夫婦・子 区・まちづくり課 

2 一軒家 〇 〇 - 
80 歳以上の親 

50歳代の子 
区・長寿保険課 

3 一軒家 〇 〇 - 60 歳代 区・長寿保険課 

4 一軒家 - 〇 〇(道路) 60 歳代 環境保全課 

5 一軒家 〇 〇 - 70 歳代 区・長寿保険課 

6 一軒家 〇 〇 〇(道路) 80 歳以上 区・区振興課 

7 一軒家 〇 〇 - (推定)80歳以上 区・区振興課 

8 一軒家 〇 〇 〇(道路) 80 歳以上 区・長寿保険課 

9 一軒家 - 〇 
〇 

(道路/農地/空地) 
60 歳代 

産業廃棄物対策課 

農業委員会 

区・まちづくり推進課 

区・長寿保険課 

10 一軒家 - 〇 - 70 歳代 区・まちづくり推進課 

11 一軒家 〇 〇 - 50 歳代 区・区振興課 
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（３）これまでの市の対応と課題 

・これまでは、「ごみ屋敷」に関する市民からの相談に対し、様々な課が相談を受けていたが（表１

参照）、庁内での対応方法が統一されておらず、他課との情報共有や連携が十分でなかった。 

・令和 4年 5月にごみ屋敷対策マニュアルを作成し、情報共有から実際の対応（支援・指導等）ま

でを庁内で連携して実施するように体制を整備した（図１参照）。 

・一方で、「ごみ屋敷」によって周辺住民の快適な生活環境に支障が生じている場合でも、立入調査

や原因者に対する勧告・命令等の物の撤去までの措置を市は実施できず、マニュアルの運用のみ

では問題解消が困難な案件もあると考えられる。 

 

 図１ マニュアルによる庁内連携体制 

相
談
者

・敷地境界付近の

堆積物を目撃

・異臭の相談

・消防上の不安

・衛生害虫の繁殖

等

受
付
課

①相談者から

の聞取り、

相談受付票

の作成

相談等

環
境
政
策
課

②相談受付票

の送付

「ごみ屋敷」に該当しないことが明らかで、他法令・要綱で対応できる案件

（図１参照）…④連絡・調整して引き継ぎ

（農地の雑草の場合）

（違反転用と判断される場合）

農業委員会

(空き家の場合)
区振興課

（不法投棄のみの場合）

産業廃棄物対策課

(空地の雑草の場合)
区振興課

(多頭飼育の場合)

動物愛護教育センター

⑤調整後、

会議の招集

「ごみ屋敷」対策会議

環境政策課 環境保全課 廃棄物処理課

産業廃棄物対策課 福祉総務課

関係課

（受付課、各区・各地域の「家庭から排出される廃棄物に係る相談、指導等に関する事務」を所掌する課、

各区長寿保険課、社会福祉課、生活福祉課 等から招集）

③過去の履歴

の確認・照会

<情報共有・原因者からの聞き取り>

⑥ 【会議】関係課による情報交換、現地調査・ヒアリング等の実施方法の検討 等

⑦ 【現地】現地調査、本人からのヒアリングの実施

<対応方針の検討>

⑧【会議】現地調査・ヒアリング等による状況の情報共有、今後の方針の検討

<対応>

⑨【現地等】方針に基づく対応

⑩【会議】半年ごとに状況について情報共有、対応の検証、方針の随時修正

ごみ減量推進課

物の堆積と多頭飼育が同時に生じている案件で

動物愛護教育センターでの対応が困難な場合は、

本マニュアルで対応する

（動物愛護教育センターの確認後に

環境政策課で対策会議に向けた調整を行う）
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２ 条例の制定について 

（１）他市の「ごみ屋敷」に関する条例 

・表２のとおり、23自治体が 「ごみ屋敷」に関する条例を制定している（令和 4年 7月時点。浜松

市環境政策課調べ）。 

・指定都市の条例の内容は表３のとおり。 

 

  表２ 「ごみ屋敷」に関する条例を制定している自治体 

福島県 郡山市 

埼玉県 三芳町、（草加市） 

東京都 足立区、世田谷区、中野区、練馬区、八王子市 

神奈川県 横浜市、鎌倉市、横須賀市 

静岡県 袋井市、（磐田市）、（三島市） 

愛知県 名古屋市、豊橋市、豊田市、蒲郡市、（小牧市） 

京都府 京都市 

大阪府 大阪市、泉佐野市 

兵庫県 神戸市 

  ・（  ）に示す自治体の条例は、迷惑防止条例等で「ごみ屋敷」について規定があるもの 

 

表３ 他の指定都市の「ごみ屋敷」条例等の制定状況（R4.5 時点）と浜松市（案）との比較 

 浜松市(案) 横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 

条例制定年月 検討中 H28.9 H29.12 H26.11 H25.12 H28.6 

対
象
地 

建築物及び 

その土地 

〇 〇 

(隣接地 

含む) 

〇 

(隣接地 

含む) 

〇 

〇 

(周辺の 

土地含む) 

〇 

(周辺の 

土地含む) 

空き地 - - - - - - 

対
象
案
件

物の堆積 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

多頭飼育 - - - 〇 - - 

樹木の繁茂 - - - 〇 - - 

支
援 

市の支援・対策の実施 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

地域住民等の協力 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

経済的支援 - - 〇 - 〇 〇 

措
置 

所有者等への報告 

要求・立入調査等 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 

指導・勧告 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

命令 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

罰則等 

①調査拒否等 

②命令違反 

過料 

 

 

 

－ 

過料 

①3万円以下 

②5万円以下 

過料 

①3万円以下 

②5万円以下 

・公表 

- 

過料 

①5万円以下 

②5万円以下 

行政代執行の規定 

(参考：実績の有無） 
〇 

〇 

(なし) 

〇 

(なし) 

〇 

(あり) 

〇 

(なし) 

〇 

(あり) 

処分の判断 
有識者会議

等  

審議会 

(附属機関) 

審議会 

 

有識者の 

意見徴収 

審議会 

(附属機関) 

有識者の 

意見徴収 

※ 浜松市（案）は現時点で検討している内容です。 
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（２）検討段階の条例案概要  

条例制定の可否についても検討段階であるが、現時点で想定している条例の内容は下図のとおり。 

特記事項としては、以下のとおり。 

・市民が居住する建物とその敷地を条例対象とし、空家は条例対象外とする。 

・支援を基本とし、必要に応じて命令等の措置を行うことする。 

・市、地域住民、原因者、所有者などの関係者が協力して、未然防止に努め、問題の解消のための

対策を行うことを定める。 

 

①

…

　 … 空家は含まない

② 「物品の堆積等」

　 … 物品が堆積又は放置されている状態

… 樹木の繁茂、動物の多頭飼育は含まない

③ 「不良な状態」

…

ア 悪臭が発生している状態

イ 衛生害獣虫が発生するおそれがある状態 

ウ 火災等又は通行上の危険が発生するおそれがある状態 

①

②

③

④

① 相談対応、情報提供、助言等 指導又は勧告

・ 原因者に対する指導

・ 指導に従わない場合の原因者に対する勧告
③ 不良な状態の解消後の支援 ・ 建物等の所有者に対する指導

《市民、所有者等の支援》

① 市が実施する対策等への協力 命令

（努力義務） ・ 勧告に従わない場合の命令

　 …

行政代執行

・ 命令に従わない場合に、行政代執行を行う

《「ごみ屋敷」に関する有識者会議（附属機関）》

・

《調査等》

・ ・ 立入調査

・ 建物等の所有者等、原因者の親族に対する調査

《緊急応急措置》

「著しく損なわ
れている状態」は
別途要綱で定める

建物等における不良な状態は、原因者自らが解消することを原則

生活上の諸課題を抱える者に寄り添う支援を行うこと

建物等における不良な状態の解消への取組みは、支援を基本とし、必要に応じて措置を講じる

市、地域住民、原因者、関係者が協力して未然防止に努めるとともに、必要に応じて解消に向け
た対策を行う

「市民が居住する建物等」

次のいずれかの状態が生じているなど、周辺の生活環境が著しく損
なわれている状態

《目的》

《基本方針》

市民が居住する建物等における物品の堆積等による不良な状態
（いわゆる「ごみ屋敷」）の未然防止・解消・再発防止

「市民が居住する建物等（以下「建物等」という。）は、現に居住の用に供している建物及び
その敷地（隣接地及び居住のために一体利用されている土地も含む）

↓

市民の安全で健康かつ快適な生活環境を確保

《市民が居住する建物等における物品の堆積等による不良な状態＝条例の対象とは》

《市の支援》 《措置》

委員は最大7名とし、行政法、福祉・医療、廃棄物等の
専門家、自治会等の代表者で構成
（想定：行政法有識者、弁護士、医療関係者、
　　　　社会福祉協議会、民生委員、自治会関係者等

人の生命・身体・財産に危険が切迫する場合に限り、原
因者への支援を考慮した上で決定

《過料》

② 法令に基づく手続きに関する
情報提供、相談、助言等

原因者からの報告徴収

…

命令、行政代執行について審議する
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類
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、

第
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条
【

特
定
空

家
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の
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、
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告
、
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令
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行
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執
行
】
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愛
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物
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愛

護
及
び

管
理
に

関
す

る
法
律

（
第
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条

【
指
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、
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告
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】
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い
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合

浜
松
市
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い
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条
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守
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舎
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外
の
清
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】
、

第
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【
報
告
徴
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立
入
検
査
】
）

特
定
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物
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合

浜
松
市

動
物

の
愛

護
及
び

管
理
に

関
す

る
条
例

（
第
3条

【
遵
守
事
項
：
飼
養
施
設
内
外
の
清
潔
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保
持

】
、
第
4条

【
命
令
】
、

第
5条

【
報
告
徴
収
・
立
入
検
査
】
、
第
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・
第
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【
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則
】

）

違
反
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用

と
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地

法
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】
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法
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の
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合
］

道
路

法
（
第
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【
私
権
の
制
限
】
、

第
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条

【
物
件
の

堆
積
禁
止
】
、

第
44
条

の
3【
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命
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】

第
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【
罰
則
】
）
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市
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去

に
関
す

る
事
務
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枝
葉
が
敷
地
外
ま
で
越
境
し

た
場
合

民
法

（
2
3
3条

）
で
自
ら
解
決

農
地

法
(第

2条
の

2【
責
務
】
）

浜
松

市
空

き
地

に
繁

茂
し

た
雑

草
の

除
去

に
関

す
る

事
務

処
理

要
綱

屋
外
に

お
い

て
火

災
の

お
そ
れ

が
あ

る
場

合

消
防

法
（

第
３

条
【

命
令
】

）

浜
松

市
火
災

予
防

条
例

（
第
2
4
条
第

1
項

【
空

地
の
火

災
予

防
措

置
義
務

…
た

だ
し

、
命
令

等
の

規
定
な

し
】
）

「
ご

み
屋

敷
」
条

例
廃
棄

物
の
処

理
及
び

清
掃

に
関

す
る
法

律
(
第
1
2
条
【

産
業

廃
棄
物

の
保

管
】

、

第
1
8
条
【

報
告

の
徴
収

】
、

第
1
9
条
【

立
入

検
査
】

、

第
1
9
条
の

3【
改
善

命
令

】
、

第
1
9
条
の

4【
措
置

命
令

】
等

）

不
法
投
棄
の
場
合

廃
棄

物
の
処
理

及
び
清
掃

に
関

す
る
法

律
（

第
1
6
条
【

投
棄

禁
止

】
・
第

2
5条

【
罰

則
規
定
】
）
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資料  

３ スケジュール 

 庁内で条例制定の方針が決定した場合は、以下のスケジュールで進める予定。 

 
 
 

令和 4年 8 月～10 月 関連団体との調整・意見徴収 

（区協議会、自治会連合会、民生委員児童委員協議会） 

11/中旬～12/中旬 パブリックコメントの実施 

（区協議会に 11 月下旬に報告） 

令和 5年 2 月以降 パブリックコメント 意見に対する市の考え方の公表 

3 月以降 議会での審議 
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 第９号様式 

     区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 西区地域力向上事業（助成事業）の提案について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

令和４年度の西区地域力向上事業「市民提案による住みよい

地域づくり助成事業」（第 2次募集）に提案のあった事業につい

て意見を求めるもの。 

◎採択までの流れ 

① 西区行政推進会議にて審議（R4.8.9 開催） 

② 西区協議会にて協議、意見聴取（R4.8.24 開催） 

③ 採択の可否決定（R4.8 月末予定） 

 

※地域力向上事業 

 市民協働の手法により住みよい地域社会を実現するため、区

の特性を活かした事業や課題を解決する事業 

 

対象の区協議会 西区協議会 

内  容 

《令和４年度提案 １件》 

 

【提案団体】「うなぎの街」プロジェクト実行委員会 

【事 業 名】 第３回うな重高校創作料理コンテスト＆フェア 

      ＊２回目（40％以内） 

 

 

 

 

 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

 

担当課 西区区振興課 担当者 山本 淳 電話 597-1112 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 
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　オンライン（コンテスト）・地元小売店や飲食店等（商品化イベント）

事業名

令和４年度地域力向上事業｢市民提案による住みよい地域づくり助成事業｣　提案事業

番号 1 新規･継続 継続 採択回数 ２回目（補助率40%以内）

総事業費
　1,164,000円
　　報償費：130,000円　賃金：50,000円　需用費：243,000円 　役務費：329,000円
　　委託料：220,000円　使用料及び賃借料：2,000円　　原材料費：190,000円

事業の目的

・価格高騰や様々な理由で馴染めていない、浜名湖うなぎを始めとする地元名産品と
若い世代を繋ぎ、若いインスピレーションを通じて地域の新たな可能性を引き出す。
・学生達にとって、青春時代のかけがえのない故郷の想い出となるチャレンジの場を提
供し、地元愛を育む。

　第３回うな重高校創作料理コンテスト＆フェア

提案団体 　「うなぎの街」プロジェクト実行委員会

実施時期 　令和４年９月１日（木）～令和５年３月21日（火）

実施場所

行政推進会議における審査結果 市執行上限額 465,000円

【審議・採点】
　25点満点中　20．1点

【審査結果】
　採択の対象と考える。

【委員から出た意見】
　・高校生が地元食材に触れることで、地域食文化の継承や地元愛を育む機会となる。
　・テイクアウト用商品というのも、コロナ禍の今の時代にあっていて面白い。
　・回を重ねるごとに事業として充実してきており、さらなる発展が期待できる。
　・鰻だけでなく、地元食材をPRすることで地域の活性化につながることを期待したい。

参加予定人数 　団体スタッフ　14名　、　参加者　100名

事業効果
・若いインスピレーションと産学連携による地域活性化が期待できる。
・新型コロナ禍で外出自粛を求められる中でも楽しめるイベントを提供する。

事業の内容

・地元高校の生徒に鰻の創作料理などを考案・調理してもらい、その様子を生徒自身で
撮影・動画編集してレシピと一緒に提出していただき、優秀作品を決定していく。
・今回は、テイクアウト用の鰻商品を募集していく。また、従来の「鰻の創作料理部門」に
加え、鰻に合うおかずとして指定の地元食材を使用した創作料理を考える「応援うなぎ
弁当部門」の２部門とする。
・各作品は一次審査・最終審査を経て最優秀賞を決定していく。最終選考作品は商品
化し、販売イベントとしてさらに盛り上げる。
・応募作品はWEB上に公開し、多くの方が視聴し、投票できるようにする。


